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海生研40年の主な成果と今後の方向
−海生研創立40周年記念報告会より−

1．40年の主な成果
海生研は，「かけがえのない海を未来へ」をスロー

ガンに，また，東日本大震災以降は震災からの復興
への貢献を大きな使命と位置づけ，「エネルギー生産
と海域環境の調和」，および「安心かつ安定的な食料
生産への貢献」を目標に，沿岸海域の利用の適正化
に寄与することを目指して，沿岸海域における環境や
生物・生態系に関する調査研究および維持・保全技
術に関する研究開発等を推進し，これらの成果をタ
イムリーに公開してきました。

これまでの調査研究は，（1）発電所取放水の影響
解明と海域環境保全，（2）沿岸海域における微量化
学物質の実態把握と影響予測，および（3）海洋環境放
射能の実態把握，の3項目に大きく分類することがで
きます。これらについて概要と主要な成果を示します。

（1）発電所取放水の影響解明と海域環境保全
海生研設立当初は，発電所の冷却水の取放水が海

生生物や漁業に及ぼす調査研究が中心であり，その
後，温排水が海域生態系に及ぼす影響に関する研究
へと展開してきました。また，発電所における取水障
害生物対策に関する研究など発電所運用支援に関す
る調査研究も実施してきました。主要な成果を以下
に示します。
○温排水放水域における海藻分布や魚類行動などの

調査研究事例や発電所のモニタリング調査結果か
ら，放水口の近傍（地点により2〜3℃以上の水温
上昇域）を除くと温排水による環境への影響は見
られていないことを明らかにしました。

○発電所冷却水の取水が海水と共に取り込まれる微
小生物（動植物プランクトン，魚卵，稚仔魚）に及ぼ
す影響（昇温，残留塩素，機械的ショック）を明らか
にしました。

○発電所の復水器通過や温排水拡散域内における温
度上昇が海生生物へ及ぼす影響評価に必要な温度
耐性，選好温度，成長適温などに関するデータベ
ースを整備し，発電所アセスの基礎資料として，ホ
ームページに掲載しました。

○これらの結果を基に，発電所取放水が海生生物に
及ぼす影響の予測手法を提案しました。

○発電所環境影響評価で，まだ評価対象となってい
ない海域生態系に対する影響の調査・予測の手順
を提案しました。

○最新知見を反映した発電所海域環境モニタリング
手法のガイドラインを国に提案しました。これは経
済産業省の「発電所に係わる環境影響評価の手引
き」に参考資料として掲載されています。

○発電所における取水障害生物（付着生物，クラゲな
ど）対策を支援するため，必要なデータ，知見を蓄
積し事業者に提供してきました。



,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,

,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,

２０１６年１月—5MERI NEWS 129

（2）微量化学物質の実態把握と影響予測
1990年代から，発電所取水設備の付着生物防除

剤，農薬など陸域からの汚染物質などが海生生物に
及ぼす影響の解明を目的とした種々の実験調査を行
ってきました。さらに海洋におけるダイオキシン類汚
染と環境ホルモン影響に関する実海域での実態調査
を実施するなど，海洋での本格的な微量化学物質影
響調査研究に取り組んできました。主要な成果を以
下に示します。
○農林水産省からの補助を受け，水産有用種に蓄積

しているダイオキシン類濃度を1999年から全国規
模で調査し，その成果を基にパンフレット「お魚，何，
食べてますか？」を作成し，食の安全に関する適切
な情報提供を行ってきました。

○1999年から7年間，わが国周辺の主要6海域で化
学物質による生殖異常など環境ホルモンの影響調
査を実施しました。その結果，水産生物において
深刻な環境ホルモン影響は顕在化していないこと
を明らかにしました。

○水産庁が刊行した海産生物毒性試験指針（2010年
3月）の作成にあたって，海生研が甲殻類・魚類の
飼育法開発，および甲殻類を対象とした試験手法
開発を担当するとともに，全体的な指針をとりまと
めました。

○微量化学物質のフィールドでのモニタリング手法開
発，実験室での生態毒性試験を実施し，毒性試験
法の高度化に寄与しました。

（3）海洋環境放射能の実態把握
1983年度から当時の科学技術庁（現在は原子力規

制庁）の委託を受けて，全国の原子力発電所，および
青森県六ヶ所村の核燃料サイクル施設の周辺海域を
対象として，海洋放射能調査を実施してきました。
2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所事故以
降は，同発電所の周辺・沖合海域の放射能調査をさ
らに詳細に実施しています。また，同事故後，東日本
の太平洋岸・沖合海域，および陸水域の水産物の放
射能についても，水産庁からの委託を受けて調査を
実施しています。主要な成果を以下に示します。
○放射性物質による漁獲物の風評防止のため，30年

以上にわたって，全国の原子力発電所，および核燃
料サイクル施設の周辺海域を対象に主要漁場にお
ける海生生物，海底土，および海水の放射能調査
を行い，漁場の安全性を確認するとともに，パンフ
レット「漁場を見守る」を作成・毎年更新し，成果の
普及に努めてきました。

○2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所事故
後は，速やかに同発電所周辺の海域放射能の詳細
調査を開始し，海水，海底土の放射能濃度の分布，
および経年的な濃度変化の推移を調査し，迅速な
情報公開に努めてきました。

○また，東日本各地の漁業協同組合，魚市場などで
採取された漁獲物の放射能調査を行い，水産庁，
関係自治体，水産関係団体等に速やかに精度の高
いデータを報告してきました。

○来年度初めには，事故直後からこれまでの海洋環
境，および漁獲物の放射性核種濃度の時系列デー
タなどを広く社会に提示し，正確な状況を把握して
いただくことを目的として公開の報告会を開催する
予定です。
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さらに，これらの研究に加えて，気候変動に伴う海
洋の温暖化・酸性化が海生生物に及ぼす影響などに
ついて，1996年より調査研究を進めています。成果
の一部は気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の
報告書等にも引用されています。また，天然記念物や
絶滅危惧種の飼育繁殖技術の開発も行ってきました。

以上の研究を実施するには，健全な試験生物を安
定的に確保することが必要であり，海生研では試験目
的に合わせて，成魚だけではなく，例えば，卵，仔魚，
稚魚など必要な時に必要な数を供給することができ
るよう飼育・生産技術を維持・高度化してきました。

これまでに100種以上の海生生物を飼育してきました。

2．今後の方向
発電所の運用，海洋再生エネルギーの開発・実証

等，エネルギー産業の沿岸海域利用において，沿岸
海域の自然環境，水産資源，漁場環境の維持・保全
は，今後も引き続き重要な課題です。また，東京電
力福島第一原子力発電所事故からまもなく5年になり
ますが，海域における放射能汚染の推移把握，およ
び的確な情報公開による水産物への風評防止は，継
続的・長期的な対応が必要な重要課題であります。
さらに，今後は気候変動に伴う，海水温上昇，海洋酸
性化が海洋生態系に及ぼす影響の評価が重要になる
と考えます。

このような認識の下で，①発電施設と海域環境保
全，②海洋放射能の実態把握，および③気候変動の
海域環境影響評価，を柱として調査研究を実施します。
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